
                                       

2018年 4月 10日 

各 位 

 

 

 

 

 

 

 

MF KESSAI 株式会社と株式会社 SHIFT の業務提携に関するお知らせ 

 

 株式会社マネーフォワード（以下「当社」）は、当社の連結子会社 MF KESSAI株式会社と株式会社 SHIFTの

業務提携開始に関して、お知らせいたします。 

 

1． 業務提携の背景、目的 

MF KESSAI 株式会社（本社：東京都千代田区、代表取締役：冨山直道、以下「MF KESSAI」）は、当社の連結

子会社として 2017 年に設立され、与信審査から請求書発行、代金回収までの決済業務を一括して代行する企

業間後払い決済サービス「MF KESSAI」を開発・提供しています。 

株式会社 SHIFT（本社：東京都港区、代表取締役社長：丹下 大、以下「SHIFT」）は、ソフトウェアの品質

保証・テスト事業を 2009年に開始し、これまで幅広い業界の事業会社や SI企業などにサービスを提供して

います。 

ソフトウェア開発業界は、大小問わず多数の開発会社から成り立ち、深く階層化された下請け構造が存在

しています。そのため、事業会社（発注元）から依頼された案件は、いくつもの階層を経て下層の開発会社

に発注されています。また、プロジェクトにおける成果をもとに検収・支払いが行われることが多く、発注

を受けてから入金までのタイミングが長期にわたるため、実績の浅い企業や小規模の開発企業は、キャッシ

ュフローが安定しづらく資金繰りに苦労するケースが多くみられます。業界内には、誠実・健全な経営であ

るにもかかわらず、事業実績や企業規模が条件に満たず金融機関からの融資を受けることが困難なうえ、そ

の階層構造ゆえに適切なタイミングでの対価を受けることができない企業様が多く存在しています。 

このような課題を解決するため、業務提携を実施し、両社の知見を掛け合わせた債権買取による早期入金

サービス『SHIFT KESSAI』を開始することにいたしました。 

両社は、本サービスを通じて、企業の資金繰りに起因する業務の滞りを排除し、あるべき資金循環を実現

することで、ソフトウェア開発業界の構造に苦しむ企業を経済的に支援し、IT業界全体の生産性向上を目指し

てまいります。 

 

2． 具体的な取り組み 

『SHIFT KESSAI』は、ソフトウェア開発事業者向けの債権買取による早期入金サービスです。MF KESSAI が

実施する財務与信に加えて、SHIFT がこれまでのソフトウェアテスト事業を通して蓄積したデータ（金融機関

では得られない開発案件やエンジニアの実績データ、企業の実績データ）を利用した開発に関する与信を実施

することで、受けるべき支援が受けられないソフトウェア開発企業に対し債権買取による早期入金サービスを

提供いたします。 

両社は、IT 業界での債権買取による早期入金サービスを通じて得られる各開発会社との関係と、「ヒト・
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モノ・カネ」に関わる情報を、双方の成長に大きく活かし、IT 企業やそこで働く IT人材を取り巻く環境向上

に向け取り組んでまいります。 

 

3． MF KESSAI 株式会社の概要 

１ 社 名 MF KESSAI 株式会社 (MF KESSAI,Inc.) 

２ 代 表 取 締 役 冨山 直道 

３ 設 立 2017年 3 月 

４ 本 社 所 在 地 東京都千代田区大手町 1-6-1 大手町ビル 4 階 

５ 事 業 内 容 企業間後払い決済サービス「MF KESSAI」の運営 

６ U R L https://corp.mfkessai.co.jp/ 

 

4． 株式会社 SHIFT の概要 

１ 社 名 株式会社 SHIFT (SHIFT INC) 

２ 代 表 取 締 役 丹下 大 

３ 設 立 2005年 9 月 

４ 本 社 所 在 地 東京都港区麻布台 2-4-5 メソニック 39MTビル 

５ 事 業 内 容 ソフトウェアの品質保証、テスト事業 

６ U R L http://www.shiftinc.jp/ 

 

5． 日程 

業務提携開始日 2018年 4月 10 日 

 

6． 今後の見通し 

本件が当社の業績に与える影響は軽微であると見込んでおります。 

  

以上 


